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なお，考察時期は 1946 年 3 月の教育使節団来日前後から，刷新委員会が教育基本法や新学制につ
いて建議する同年 12 月末頃までとする。刷新委員会は，短期大学問題についても数回議論し，その
後 49 年 1 月 14 日の第 87 回総会で急遽その制度を承認している。短期大学の制度化は女性の大学教
育に関連して重要な課題であるが，本論文の課題とは若干異なることから別論文で改めて扱うことと
したい。




































GHQ 内の教育部門担当の CI&E 教育課による女性の教育に対する政策に着目すると，上村千賀
子の研究によれば，女子教育担当官の在任期間によって三つの時期に区分でき，第一期は GHQ に
CI&E が設けられた 1945 年 9 月 22 日から使節団報告書が提出される 46 年 3 月まで，第二期は新制
教育研紀要30号-05湯川先生-0219.indd   56 20/02/19   20:48
 戦後教育改革期における女性の大学教育改革論議（湯川） 57
大学制度が成立するまでの準備期間としての 46 年 4 月から 48 年までの間，第三期は 49 年の新制大
学の発足から占領終結の 51 年までとされている6。この中で CI&E 教育課の女子高等教育への関与が
顕著であったのは第二期であり，主にホームズ（Lulu Holmes）の助言や活動によって女子大学連盟
が結成され，さらに 48 年度には先行的に 5 女子大学の設立が実現している。
第一期の動向をみると，一方に「教育に関する四つの指令」等の消極的施策があり，他方に「学校
の再開，教員の再教育，教員の復権，アメリカ教科書の移入」等の積極的な民主化策 7 があり，後者
には女性の教育も含まれていた。そして，1946 年 3 月初旬に教育使節団が来日したのであった。
（2）教育使節団の結成と課題
既述のようにアメリカ教育使節団は，GHQ 司令長官マッカーサーの要請により日本の教育の民主
的再建を図る目的で 3 月 5・6 日に来日し，約 1 ヵ月の滞在の後，3 月 30 日に『報告書』を作成し，マッ
カーサーに提出した。なお，教育使節団員は 27 人で，その中には「教育のあらゆる分野」の「全米









担当者として，女性団員のギルダースリープ（Virginia C.Gildersleeve）とホートン（Mildred Mcafee 
Horton）が配されていた11。一方，CI&E 教育課は，使節団の各小委員会に対応する課員を割り当て，
第 4 委員会の「女子大学」担当者に陸軍大尉ドノヴァン（Eileen Donovan）を配した12。このような
準備の下，使節団員は 2 班に分かれ，最初の一行は 1946 年 3 月 5 日に来日した。
（3）『日本の教育』における女性の教育
アメリカ教育使節団が『報告書』作成のために使用した基本資料は，CI&E 教育課が 2 月 15 日付


























ている15。ここでは，1945 年 12 月 4 日に閣議諒解された女子教育刷新要綱に対して，GHQ が特に指
令を出していない点を確認しておきたい。
続いて，11 月 2 日の府県知事との会合で文相が「女子教育のレベルの向上」について述べたこと，
さらには刷新要綱の内容などを紹介している。そして，「水準も質も，男子教育に比べて全体的に劣っ
ているという基本認識」のもとに文部省は「この改革案を目下実施中である」と記している。さらに，










CI&E 教育課員などによる講演，16 日から 19 日までの京都・奈良視察，21 日から 24 日頃までの報
告書の作成，その間の会合や学校視察などであり，30 日に報告書を完成させ 4 月 1 日に帰国した17。
女性の教育に限定してその活動を見ると，団員は都内では高等女学校や女子専門学校，関西では奈
良女高師など 4 校ほどの学校を視察しているが，最も重要な活動は CI&E 教育課員などによる講演で
あった。CI&E 教育課員は使節団に対し講演することとされ，9 日から 14 日の間に行われた18。とり
上げられた領域は，教育内容と教育制度・行政などであり，その中に女性の教育があった。




































































細に考察されている。3 月 20 日以降，使節団員と日本側教育家委員会委員の共同作業により，討議








ては項目を示しただけにとどまっている。また，ホートンは 3 月 14 日に津田塾専門学校や東京女子
大学を訪問し，関係者と意見交換している。
次に，教育使節団に協力した日本側教育家委員会の見解を検討する。同委員会で高等教育問題を担
当した第 4 部では，8 項目にわたる検討項目を設けたが，その 1 項目に「女子大学問題」を設定して
いた。同委員会第 4 部と使節団第四委員会は 3 月 9 日に会合を開いたが，この時アメリカ側は 12 項
目の質問状を日本側に渡している。質問状の第 2 項では，「多様な高等教育機関における，あらゆる
社会的，産業的および市民的に必要な指導者の育成は，男女に広くなされるべきものであろうか」と






































































































次に，審議過程を記すと，9 月 7 日開催の第 1 回総会では総理大臣代理の幣原喜重郎や文相田中耕
太郎などの挨拶，文部次官山崎匤輔による「緊急に解決を要する諸重要問題について」の説明が行
















刷新委員会で初めて女性の教育問題が取り上げられたのは 1946 年 9 月 13 日の第 2 回総会であり，
大島正徳（在外邦人子弟協会理事）は総会議論の柱になるものを設定すべきと提案し，「教育行政の




















が，その結成準備会は 2 日前の 10 月 9 日に開かれていた。星野は連盟にかかわる話題を提供し，女
子高等教育機関への援助と女子大学の承認を提案したのであった。
さらに星野は，同月 25 日の第 8 回総会で具体的な制度案を提示した 60。第一に，6・3・3 制に賛成
し，かつ機会均等の観点から男女にかかわらず大学卒業者と専門学校卒業者の差別待遇を改めるべき


































べき 9 項目中の第 3 項目に「女子教育」を掲げた。各項目の内容は記されていないが，審議会の「審































での共学には消極的であり，例えば 1946 年 7 月 18 日の帝国憲法改正委員会で共学に対する方針を質








第 3 回総会での説明を受け，第一特別委員会では 9 月 27 日の第 3 回委員会から教育基本法要綱案
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委員会においては，明確な共学反対論は見られず，共学の意義への理解が一定程深まっていたものの，




日に帝国議会に上程するが，前述したようにそれ以前の 1946 年 11 月初旬から 12 月初旬にかけ，文
部省は審議室長関口隆克を中心に CI&E 教育課と折衝した。この過程で CI&E 側は共学への「積極的
な言及」を求め，文部省は抵抗したものの77，「男女共学は認められなければならない」と共学に言
及した内容に修正されることになる。この修正とその後の文部省内での検討を経て，2 月 18 日，文
部省は刷新委員会第 25 回総会にその時点の教育基本法案を報告した 78。その後，政府部内の立案過
程で見出しは「男女共学」と変更され，後段も「教育上共学は認められなければならない」と改めら
れ，これが基本法第五条となっている。教育基本法案は 3 月 4 日に閣議決定され，枢密院での審査を





































して，第二特別委員会の第 5 回（10 月 16 日）会議では，総会に提案する中間報告案をまとめ，①修
業年限 3 年の中学校を置くこと，②義務制とすること，③全日制であること，④男女共学である













第二特別委員会での上級中等学校段階の共学論議は，11 月 13 日の第 12 回会合で行われ，主査の






このような議論を受け，「中学校に続くべき教育機関の問題」がまとめられ，11 月 15 日の第二特
別委員会の第 13 回会合で主査戸田が，① 3 年制の高等学校を設ける，②全日制と定時制のものがあ




















以上の中学・高校段階での共学・別学論議を経て，第二特別委員会の提案が 12 月 10 日と 27 日の
総会で了解され，この内容が 12 月 27 日の学制に関する建議に盛り込まれた。
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を簡単に示しておきたい。刷新委員会の建議を受け，政府・文部省は学校教育法案を作成し，3 月 15
日に帝国議会に提出するが，それ以前の 46 年 12 月末から文部省と CI&E 教育課との折衝が開始さ
れ，CI&E 側が徹底した教育行政の地方分権化の実施を求めていたことが指摘されている89。そして
3月7日に学校教育法案は閣議決定され，枢密院での審査を経て第92回帝国議会衆議院に上程された。
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